
  

  

先行きの景気を懸念する企業が増加 

６割強の企業が規制緩和を要望 

－ニッセイ景況アンケート調査結果－ 

 
 日本生命保険相互会社とニッセイ基礎研究所は､ 96 年 12 月から 97 

年１月にかけて ｢平成８年度下期・ニッセイ景況アンケート｣ を実施した｡ 

このアンケートは日本生命が全国の営業拠点を通じて､ 主として中堅中小

企業を対象に実施し､ ニッセイ基礎研究所が集計・分析を行ったものであ

る｡ 

 

１． 景気動向 

 (1) 業況は緩やかな回復傾向を続けるが､ 先行きを懸念する企業が増

加 

 企業の業況判断 D.I. (良い－悪いでみた指数､ 図表－２) は､ 全産業で

は今回調査 (97 年１月) が－3．9 と､ 前回 (96 年９月) の－5．6 から小幅

ながら改善した｡ 

 業種別にみると (図表－３)､ 運輸・倉庫 (今回の D.I.は－23．6)､ 建設・

設備工事 (同－16．4) が悪化しているが､ サービス (同 8．5) や加工型製

造業 (同 1．0) で改善しており､ 業種間の格差は依然大きい｡ 規模別の業

況感については大きな差はみられない｡ 

 97 年９月末にかけての見通しは､ 全産業の D.I.が－12．3 と現在より大

幅に悪化しており､ 株式市場や為替相場等の調査時点における金融市場

の変化を受けて､ 先行きの見方に警戒感が強まったものと思われる｡ 
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(2) 売上､ 経常利益とも全体的に回復傾向｡サービス・小売で改善幅が大

きい 

 売上高は､ 全産業の売上判断 D.I. (増収－減収でみた指数､ 図表－６・

注を参照) が 96 年度見込みは 23．3 と前回調査(21．7)より小幅ながら改

善した｡ 業種別には､ サービス (今回調査の D.I.が 34．0)､ 小売 (32．3) で
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増収を見込む企業が多いが､ 運輸・倉庫 (2．8) の改善幅が低い｡ 97 年

度の見通しは､ 全産業の D.I.が 15．3 と引き続き増収を見込む企業が多く

なっている｡ 

 経常利益は､ 全産業の損益判断 D.I. (増益－減益でみた指数､ 図表－

６・注を参照) が 96 年度見込みは 12．4 と前回調査(12．5)と同水準だが､ 

緩やかな回復傾向がみられる｡ 業種別には､ 売上と同様にサービス (今

回調査の D.I.が 17．1)､ 小売 (15．0) で増益を見込む企業が多いが､ 運

輸・倉庫 (－0．9) の改善が遅れている｡ 97 年度の見通しは全産業の D.I.

が 5．3 と 96 年度より利益の回復感は低いが､ 増益を見込む企業が減益

企業より多くなっている｡ 

(3) 関東､ 甲信越・北陸で明るさ 

 現在の業況判断を地域別状況をみると (図表－７)､ 業況判断 D.I.は関

東､ 甲信越・北陸が全国平均よりも高い一方､ 九州､ 北海道､ 近畿では全

国平均に比べて停滞している｡ また､ 97 年９月に向けての見通しについ

ても同様の傾向が現れている｡ 

(4) 雇用環境は中小企業､ 非製造業を中心に回復 

 従業員増減 D.I. (増やす－削減する､ 図表－８) は､ 97 年４月の見込み

が全国全産業で 17．2 と前回調査 (15．1) を上回り､ 雇用環境は徐々に

改善している｡ 規模別にみると､ 中小企業の採用意欲は強い一方で､ 大

企業では依然として ｢削減する｣ とする企業が多い｡ また業種別には､ サ

ービス､ 建設・設備工事の非製造業が雇用に積極的である反面､ 素材型

業種は依然停滞している｡ 

 地域別には､ 甲信越・北陸､ 関東で従業員を増やす企業が多い一方､ 

北海道の採用意欲が他地域に比べ停滞している｡ 
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(5) 設備投資意欲は小幅ながら低下 

 設備投資は､ 96 年度の実施見込企業が全国全産業で 58．3％と前回調

査 (64．4％) を下回った｡ 業種別には加工型 (96 年度実施見込企業 71．

1％)､ 素材型 (69．8％) の製造業と運輸・倉庫 (66．9％) で実施比率が高

いが､ 各業種とも前回調査の数値を下回っている｡ また､ 97 年度の設備

投資は､ 全国全産業で 59．5％の企業が実施を予定している｡ 

(6) 金融市場の停滞下で低金利継続を見込む企業が多い 

 今後の金利水準は､ 横ばいとする見方が増加している｡ 97 年９月末の

金利見通し D.I. (上がる－下がる､ 図表－９) は 16．9 と前回調査 (51．2) 

から大幅に低下した｡ 

 また､ 97 年９月末の円レート・株価の予想は､ 円レートが平均 115 円 62 

銭 (全国全産業)､ 株価 (日経平均) が 19，212 円 (同) と､ 調査時点より

小幅の円高､ 株高を見込んでいる｡ 調査時点における円安・株安の進行

が先行きの見方に強く影響したものと見られる｡ 

(7) 約 16％の企業が株式公開を視野に 

 株式公開を検討している企業の割合は 7．3％ (378 社) となったが､ ｢い

ずれ検討するつもり｣ の企業とあわせると､ 回答企業の 16．1％ (832 社) 

が株式公開を視野に入れていることになる｡ また業種別では､ サービス業

で検討している企業の比率が 12．7％と高い｡ 公開を検討している企業の

公開予定時期は未定が多いが､ 向こう３年間 (99 年まで) に公開を予定

する企業が３分の１以上(34．7％)となっている｡ 
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２． 規制緩和と企業経営 

 今回のアンケートでは､ 最近各界で論議されている規制緩和について企

業経営者の意識を調査した｡ 

(1) 全体の６割強が規制緩和を要望 

 自社の事業に関して､ 規制緩和を望む企業 (｢広範な規制緩和が是非必

要｣ ＋ ｢一部の分野については規制緩和が必要｣) の割合は､ 全産業で

みると全体の 61．9％に達しており､ 規制緩和の必要性を感じる企業の多

さがうかがわれる (図表－11)｡ 

 業種別には製造業よりも非製造業の方が規制緩和に積極的である｡ 具
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体的には建設・設備工事業 (70．3％) や､ 小売業 (69．2％) の規制緩和

意欲が高く､ 反面､ 加工型製造業 (57．3％) では低くなっている｡ 逆に､ 運

輸・倉庫業では 12．0％が ｢事業にとって規制が必要｣ と答えている｡ ま

た､ 企業規模が大きいほど規制緩和を要望する割合が高く､ 大企業では 

77．3％となっている｡ 規制緩和によるメリットは､ 規模の大きな企業ほど

多く享受すると判断している姿が浮かび上がってくる｡ 

 地域別では､ 九州で規制緩和を望む企業の割合が高く､ 近畿で低いこと

が目立っている｡ また､ ｢広範な規制緩和が是非必要｣ とする積極派の割

合は関東が 30．0％と最も高いのに対して､ 近畿は 22．6％で各地域の中

で最も低い結果になっている｡ 

 

(2) メリットは ｢ビジネスチャンスの拡大｣ と「届け出業務負担の軽減｣ 

 規制緩和のメリットとしては､ ｢ビジネスチャンスの拡大 (現行業務＋新規

業務)｣ (回答企業の比率 48．3％)､ ｢届け出業務の負担軽減｣ (34．5％) 

を挙げる企業の割合が高く､ ｢コスト削減｣ (22．1％) がそれに続いている 

(図表－12)｡ 

 業種別に見ると､ サービス業で ｢ビジネスチャンスの拡大｣ を挙げる企業

の割合が 64．0％と高く､ 運輸・倉庫､ 建設・設備工事､ 小売では ｢届け出

業務の負担軽減｣ を挙げる割合が他の業種に比較してかなり高いのが特

徴である｡ 全体的な傾向として､ ｢ビジネスチャンスの拡大｣ を挙げる企業

は非製造業に多く､ ｢コスト削減｣ は製造業で多くなっている｡ 
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 ｢ビジネスチャンスの拡大｣ や ｢届け出業務の負担軽減｣ ｢コスト削減｣ を

挙げる企業の割合は､ 企業規模が大きいほど高くなっている｡ 

 規制緩和によるビジネスチャンスの拡大を挙げる企業は､ 現行業務､ 新

規業務ともに関東で高い割合を示している｡ ｢届け出業務の負担軽減｣ は

中国・四国､ 九州で高くなっている｡ 

 

 
(3) 規制緩和のデメリットは ｢価格競争の激化｣が最大 

 規制緩和のデメリットとしては ｢価格競争の激化｣ を挙げる企業の割合
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が 43．0％と圧倒的に多く､ ｢業界秩序や企業間のすみ分けの乱れ｣ (19．

7％) がこれに続いている｡ 一方､ ｢デメリットは発生しない｣ とする企業も 

21．4％に達している (図表－13)｡ 

 ｢価格競争の激化｣ を挙げる企業の割合は運輸・倉庫 (64．8％)､ 小売 

(54．9％) で高く､ ｢業界秩序や企業間のすみ分けの乱れ｣ は運輸・倉庫 

(39．8％)､ 建設． 設備工事 (30．5％) で高い｡ 反面､ 加工型製造業とサ

ービス業では ｢デメリットは発生しない｣ とする企業の割合が 30％近くに

達している｡ また､ ｢価格競争の激化｣ を挙げる企業の割合は､ 企業規模

が大きいほど高くなっている｡ 

(4) 今後の規制緩和要望は ｢届出・申請等の行政手続き｣ と ｢雇用・労働

分野｣ 

 今後規制緩和を推進すべき分野としては､ ｢各種届出・申請等の行政手

続き｣ の緩和を求める声が 37．6％と最も多く､ ｢雇用や労働に関する諸規

制｣ (25．0％) の緩和が続いている (図表－14)｡ 

 業種別にみると､ ｢各種届出・申請等の行政手続き｣ は非製造業で高く､ 

｢雇用・労働｣ は製造業の方が高い｡ また､ 運輸・倉庫､ 小売､ 建設・設備

工事で ｢各種届出・申請等の行政手続き｣ を挙げる割合の高さが目立っ

ている｡ 

 企業規模別では大企業ほど ｢雇用・労働｣ 面の規制緩和を挙げる傾向

がある｡ 地域別では､ ｢各種届出・申請等の行政手続き｣ は中国・四国が 

48．6％と高い反面､ 関東は 32．7％と全国で最も低い｡ また､ 北海道では 

｢建設や不動産活用｣ の規制緩和を求める企業の割合が高くなっている｡ 
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ニッセイ景況アンケート調査について 

 ニッセイ景況アンケート調査は､ 96 年度以降毎年 10 月､ ３月の年２回発表してお

り､ 今回は４回目にあたります｡ このアンケートは日本生命保険が全国の取引先企業

等を対象に実施し､ ニッセイ基礎研究所が集計・分析を行っているものです｡ 

１． 調査時点：96 年 12 月中旬より 97 年１月 

２． 回答企業数：5，182 社 

３． 回答企業の属性 (下表参照) 
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